
電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案
― ＩＰ網への移行及びワイヤレス固定電話の提供開始に伴う

ユニバーサルサービス交付金制度に基づく補填に係る規定の整備等 ―

概 要
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改正の概要 1

①長期増分費用（LRIC）方式によるＩＰ網への移行期間中のユニバーサルサービス補填額算定方法（公布日施行）

■ 第８次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルと第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルによる各補填額算定値の加重平均値をとり、これを補填額とする。

加重平均の比率は、接続料算定時と同一の比率を適用。【令和２年総務省令第53号附則第２条】

②ワイヤレス固定電話の提供開始に伴うユニバーサルサービス交付金制度に基づく補填に係る規定の整備等（R6.1.1施行）

■ ワイヤレス固定電話への置換による効率性向上の効果に対応する金額を控除するため、ワイヤレス固定電話が導入され

ていない（加入電話があると仮定）場合の加入電話の補填額から、ワイヤレス固定電話となっている回線への補填額を控

除する。 【算定規則第２条及び令和２年総務省令第53号附則第２条】

■ ワイヤレス固定電話の離島特例通信をユニバーサルサービスの対象外とする。緊急通報については、加入電話の緊急通

報に係る補填の扱いを踏襲。 【施行規則第14条等、算定規則第５条第１項、第７条及び令和２年総務省令第53号附則第２条】

■ その他必要な規定の整備（適格電気通信事業者の指定、原価等の記載、通信量の記録）

【施行規則第40条の７、算定規則第13条、別表第１、別表第２、別表第４及び別表第10】

メタル回線 光回線

ひかり電話加入電話

◎ ◎

加入者交換機

中継交換機

他事業者

ＩＰ網への移行期間中（接続ルート切替前）の設備構成

ワイヤレス固定電話

収容ルータ

SIPサーバ

接続用ルータ

中継ルータ

変換装置

信号
交換機

ONU等TA

相互接続
交換機

ワイヤレス
固定電話用
SIPサーバ、
FAXサーバ

携帯
電話網

ワイヤレス固定電話の提供イメージ（想定）

※施行規則：電気通信事業法施行規則／算定規則：基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則
※青字が改正する条文。

※令和4，5年度の基礎的電気通信役務の提供に係るものについて制度整備を実施。令和6年度分は、別途、令和7年1～3月における算定方法の審議を経て制度整備を実施予定



2固定電話を巡る環境変化等を踏まえたユニバーサルサービス交付金制度等の在り方
（情報通信審議会答申（令和４年９月20日））概要

（接続料原価の範囲）

・ ワイヤレス固定電話の設備のうち、加入電話のアクセス網部分を代替する携帯電話網等については、基本料に対応する設備とみなすことが適当。

また、加入電話のアクセス網部分を代替する携帯電話網等以外のコア網の設備は、音声通信用接続用ルータ及びデータ通信用接続用ルータを含

め、接続料原価の範囲とすることが適当。

・ 各設備の原価の算定方法について、ＰＳＴＮを構成する設備群の一部についてはＬＲＩＣ方式により行う。ＮＧＮを構成する設備群の一部や、新規に

構築されるワイヤレス固定電話のみで用いられる設備については、まずは将来原価方式により行う。

（接続料原価の算定方法）

・ 電話網のＩＰ網への移行後は、ワイヤレス固定電話が導入された状況での接続料原価と、ワイヤレス固定電話が導入されていないと仮定した場合の

接続料原価を比較し、前者が後者を上回る場合には、ワイヤレス固定電話が導入されていないと仮定して接続料原価を算定することが適当。

・ また、電話網のＩＰ網への移行期間中は、ワイヤレス固定電話の導入回線数がごく限定的であるため、ワイヤレス固定電話が導入された状況での接

続料原価が、ワイヤレス固定電話が導入されていないと仮定した場合の接続料原価を上回ることが見込まれる。また、電話網のＩＰ網への移行期間

中の加入電話/メタルＩＰ電話の接続料原価は、ＩＰ網への移行開始前・移行完了後の網を各々想定して算定する必要があり、接続料原価の比較に

は相応のコストを要する。これらのことを踏まえると、接続料原価の比較を省略し、ワイヤレス固定電話が導入されていないと仮定して接続料原価を

算定することが適当。

（接続料の設定方法）

・ 電話網のＩＰ網への移行後、ワイヤレス固定電話の接続料は、メタルＩＰ電話及びひかり電話と同一の接続料として算定することが適当。また、電話

網のＩＰ網への移行期間中、ワイヤレス固定電話の接続料は、加入電話/メタルＩＰ電話と同一の接続料として算定することが適当。

（補填の在り方）

・ 現行の加入電話の補填額の算定方法の考え方を基本として、加入電話及びワイヤレス固定電話を合わせて取り扱い算定

することが適当。

・ ワイヤレス固定電話が導入されていないとした場合の加入電話の補填額をベースとして、ワイヤレス固定電話への置き

換えによる効率性向上の効果に対応する金額を控除することが適当。ただし、ワイヤレス固定電話の導入初期の経過措

置として、経過措置期間（5,000回線をしきい値とする。）においては、ワイヤレス固定電話が導入されていないとした場合の

メタル回線単価の分布から導出される補填額を補填することが適当。

ワイヤレス固定電話の提供開始に伴う接続料負担及び補填の在り方等
令和4年11月諮問済

今回諮問対象



3固定電話を巡る環境変化等を踏まえたユニバーサルサービス交付金制度等の在り方
（情報通信審議会答申（令和４年９月20日））概要

（ユニバーサルサービスの範囲の見直し）

・ 全国一律料金となり、離島特例通信を特例扱いとする必要性がなくなるため、ユニバーサルサービスの対象外とすることが適当。

（補填額算定）

・ 第一種公衆電話の市内通信については引き続きユニバーサルサービスの対象とするものの、補填額算定に当たってはNTT東日本・西日本の
料金設定分のみを対象とすることが適当。

・ ＩＰ網への移行期間中は、第８次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルによる補填額算定値と第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルによる補填額算定値の加重平均値（接
続料算定時と同一の比率を適用）を補填額とすることが適当。

・ 第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルによる補填額の算定に際しての加入者回線の取扱いについては、まずは実際に設置されている回線種別（メタル回
線）に基づき補填額を算定することが適当。【第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルの運用に反映】

ＩＰ網への移行に伴う補填の在り方等

（第一種公衆電話の削減と補填）

・ 令和４年度からのSTEP１（５年間）、令和９年度からのSTEP２（10年間）及びそれ以降の３期間に分け、新たな設置基準台数を上回る台数（超過
設置分）及び撤去費用の補填は、STEP１の５年間を当初の対象期間とし、STEP２での補填の在り方はSTEP１終了後に検討し、STEP２終了後は
撤去費用も含め補填の対象外とすることが適当。

・ 超過設置台数分の撤去費用については、撤去費及び除却損を対象とし、補填開始は、令和５年度申請分（令和６年度交付分）から対象とする
ことが適当。

・ 「撤去費用」は、実際に要した費用をベースにNTT東日本・西日本の非効率性を排除した形で算定されるべきであり、実際の算定に当たっては、
詳細な費用項目や地域ごとの内訳等を確認し、真に必要な経費のみを補填の対象とすることが考えられる。

・ 第一種公衆電話の補填額算定において、実際の収支差額（赤字額）がＬＲＩＣ方式により算定された補填額を下回る場合には、特別の理由が
ない限り、補填は実際の収支差額を上回らないようにすべき。ただし、実際の赤字額との比較にあっては報酬額を考慮する必要がある。

（災害時用公衆電話の補填）

・ 補填対象は、アクセス回線部分のみとすることが適当。【来年度以降関係省令等改正予定】
・ 具体的な補填開始時期や算定方法については、初期の折衝期間終了後（令和５年度末）若しくはＳＴＥＰ１期間中から、第一種公衆電話の削
減効果やＮＴＴ東日本・西日本が作成する削減計画を踏まえ、検討を行うべき。【来年度以降詳細検討予定】

公衆電話の設置基準の変更に伴う第一種公衆電話の削減と公衆電話の補填の在り方

今回諮問対象

令和4年12月諮問済

令和4年12月諮問済



LRICモデルによる接続料及びユニバーサルサービス補填額の算定（電話網のIP網への移行期間中） 4

第８次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルと
第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルを組み合わせて使用。
（令和３年９月 情報通信審議会答申）

ＩＰ-ＬＲＩＣモデル（第９次）ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル（第８次）

ＧＣ局

ＩＣ局

相互接続点

中継交換機

加入者交換機

相互接続局

収容局

コア局

相互接続点

CS

加入者回線収容装置等

コア局ルータ

ＧＷルータ

接続事業者

県間伝送路

IPによる通信

Ｄ
Ｎ
Ｓ

サ
ー
バ

L2SW

渡り
伝送路

L2SW OLT

ひかり電話メタルIP電話加入電話

相互接続点

IC接続 IP接続

GC接続
（中継専用有）

GC接続
（中継専用無） 収容局ルータ

Ｅ
Ｎ
Ｕ
Ｍ

サ
ー
バ

Ｓ
Ｂ
Ｃ

◎

接続事業者

◎

◎

◎

ＩＣ・ＧＣ
統一接続料

ＩＰ接続料

ＰＳＴＮ・ＩＰ
統一単金

トラヒック比率で
加重平均

トラヒック移行割合で
加重平均

１年目 91％ ： 9％
２年目 66％ ： 34％
３年目 23％ ： 77％

局内SP

相互接続点

他の
中継交換機へ

他のコア局
ルータへ

接続料の算定との整合をとるため、第８次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルと第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルを組み合わせて使用。
（加重平均の比率も接続料の算定と同一）

■ 接続料の算定（制度整備済）

■ ユニバーサルサービス補填額の算定（今般の改正事項）

※加重平均の比率については、上記答申において、
「（前略）加重平均比率は、ＩＰ網への移行の計
画的・段階的実施を反映して、実際に予定されて
いる移行工程・スケジュールから予測される年度
ごとのトラヒック移行割合に基づき、あらかじめ
定めておくことが適当」
とされており、トラヒック移行割合を予測して
規定されたもの。

トラヒック移行割合で
加重平均

１年目 91％ ： 9％
２年目 66％ ： 34％
３年目 23％ ： 77％



長期増分費用（LRIC）方式によるＩＰ網への移行期間中のユニバーサルサービス補填額算定方法 5

○ （参考：第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部を改正する省令（令和四年総務省令第九号）附則第六条第二項）
一 令和四年四月一日以降に適用される接続料を算定する場合（次号及び第三号に掲げる場合を除く。） 〇．〇九
二 令和五年四月一日以降に適用される接続料を算定する場合（次号に掲げる場合を除く。） 〇．三四
三 令和六年四月一日以降に適用される接続料を算定する場合 〇．七七

改 正 案 （下線赤字）

（略）

第五条
第一項

次に掲げ
る額を合
算して得
た額

第一号に掲げる額に一から基礎的電気通信役務が提供された期間交付金の額を算定する年度の
前年度の末日における法第三十三条第五項の総務省令で定める機能における加入電話・メタル
ＩＰ電話接続機能（第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部を改正する省令（令和四年総
務省令第九号）附則第五条第一項に規定するものをいう。）に係る適用される接続料の原価及
び利潤の算定期間に用いられた特定比率（同令附則第六条第二項第一種指定電気通信設備接続
料規則等の一部を改正する省令（平成三十一年総務省令第十三号）附則第五条第二項の特定比
率をいう。以下この項において同じ。）を減じた比率を乗じることにより算定した額に、第二
号に掲げる額に当該特定比率を乗じることにより算定した額を加えることにより算定した額

（略）

（略）

第二条 令和四年度及び令和五年度の基礎的電気通信役務の提供に係る交付金の額を算定する年度の前年度の末日における

電気通信事業法（以下「法」という。）第三十三条第五項の総務省令で定める機能に係る接続料の原価及び利潤の算定期

間において、第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部を改正する省令（平成三十一年総務省令第十三号）附則第五条

第一項に規定する方法により当該接続料を算定した場合には、この省令による改正後の基礎的電気通信役務の提供に係る

交付金及び負担金算定等規則（以下「新規則」という。）第十五条第三項及び第四項並びに第十六条から第十八条までの

規定は適用せず、次の表の上欄に掲げる新規則の規定の適用については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。

改正事項①：モデルを併用する条件を規定している部分を改正

改正対象②：加重平均においては、接続料の算定と同一の比率（トラヒックの割合）を活用

○令和２年総務省令第53号附則第２条（PSTNモデルとIPモデルの併用を規定）の改正



6② ワイヤレス固定電話の提供開始に伴うユニバーサルサービス交付金制度に基づく補填に係る規定の整備等
＜改正後のユニバーサルサービス（全体像）＞

電
話
サ
ー
ビ
ス

加入電話

基本料（回線使用料）

緊急通報

常設の公衆電話

災害時用公衆電話（特設公衆電話）

第二種公衆電話

市内通信

離島特例通信

緊急通報
市街地は概ね１km四方に1台以上、
その他の地域は概ね２km四方に1台以上設置

公衆電話の利用が多く見込まれる場所に、
NTT東日本・西日本が設置（設置・撤去に係る規制なし）

県外・市外通話
携帯電話、IP電話あて

加入電話相当の光IP電話

離島特例通信

ワイヤレス固定電話

基本料（回線使用料）

緊急通報

離島特例通信

基本料（回線使用料）

緊急通報

第一種公衆電話

上記以外の電話サービス
（携帯電話等）

事前設置型災害時用公衆電話（その他）

事後設置型災害時用公衆電話

ユニバーサルサービス交付金による補填対象（ 本改正案による追加）

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
範
囲

事前設置型災害時用公衆電話（避難所・一時滞在施設）

同上

令和６年１月１日より対象外（諮問第3157号にて諮問、令和５年２月10日答申）

令和６年１月１日より対象外（本改正案）



（参考）ワイヤレス固定電話の提供 7

○ 電気通信事業法及び日本電信電話株式会社に関する法律の一部を改正する法律（令和２年法律第30号）等の改正により、

ＮＴＴ東日本・西日本は、ユニバーサルサービスである加入電話の提供が極めて不経済になる場合等において、他事業者の電気

通信設備を用いてワイヤレス固定電話の提供を行うことが可能となった。

〇 ワイヤレス固定電話は、令和５年度第４四半期以降のサービス提供開始が予定されている。

改正の概要（主要部分）

【改正後の日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和５
９年法律第85号）第２条第５項】
地域電気通信業務は、地域会社が自ら設置する電気通信

設備を用いて行わなければならない。ただし、電話の役務を
あまねく目的業務区域において適切、公平かつ安定的に
提供することを確保するために必要があると認められる場合
であつて、総務省令で定めるところにより、総務大臣の認可
を受けたときは、この限りでない。

＜ワイヤレス固定電話の提供が認められる場合＞

① 電話の提供が極めて不経済となる場合

「特例地域※であって」、かつ、「加入者密度が18回線/km2未満
となる」区域等において電話を提供する場合
※ 山村振興法、半島振興法、離島振興法等の指定地域

② 災害時等において通信手段を確保するために応急的に電話
をする場合

ワイヤレス固定電話の提供イメージ（想定）



ワイヤレス固定電話の提供開始に伴う補填方法 8

○基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則（以下「算定規則」という。）第２条の改正

ワイヤレス固定電話への置換による効率性向上の効果に対応する金額を控除するため、以下の規定を整備。

・ワイヤレス固定電話と同じ地点に加入電話があるものとして、収容局毎の加入者回線単価を計算。（１，２号）
・補填額の算定対象原価には、ワイヤレス固定電話である回線による寄与分は含めない。（４号）

※ただし、年度末時点のワイヤレス固定電話の導入回線が全国5,000回線未満の場合は、ワイヤレス固定電話が導入さ
れていない場合（加入電話があると仮定した場合）の補填額とする。（改正省令附則にて経過措置を規定）

※当該規定を読み替えている令和２年総務省令第53号附則第２条の表も同様の改正を行う

１
回
線
当
た
り
コ
ス
ト

ベンチマーク値

メタル回線

補填額

・・・

Ａ局舎 Ｂ局舎

・・・ ・・・

補填額算定における加入者回線に係る基本的な考え方

①ワイヤレス固定電話が導入されていない（ワイヤレス固定電話も加
入電話である）と仮定して補填額を算定＜左下図＞

②実際にはワイヤレス固定電話である回線による補填額への寄与を
控除（ワイヤレス固定電話の単価はベンチマーク値以下とみなす）
（導入回線の数が全国5,000以上の場合）＜下図＞

Ａ局舎 Ｂ局舎

・・・ ・・・ ・・・

補填額か
ら控除

補填額か
ら控除①（１，２号）

②（４号）



改 正 案（下線赤字）

ワイヤレス固定電話の提供開始に伴う補填方法 9

○算定規則第２条（用語）の改正

第二条 （略）
一 収容局 アナログ加入者回線（施行規則第十四条第四号イに規定する基礎的電気通信役務の提供に係る加入者

回線（以下この条及び別表第十において「ワイヤレス固定電話加入者回線」という。）を含む。以下同じ。）を
直接収容する局舎をいう。ただし、ワイヤレス固定電話加入者回線を収容する局舎にあっては、当該役務の提供
に係るワイヤレス固定電話用設備（事業用電気通信設備規則（昭和六十年郵政省令第三十号）第三条第二項第四
号の三に規定するものをいう。）の一端に端末設備を接続した地点において施行規則第十四条第一号イに規定す
る基礎的電気通信役務を提供する場合に設置するアナログ加入者回線を、当該役務の提供に係る電気通信設備を
通常用いることができる高度で新しい電気通信技術を利用した効率的なものとなるように新たに構成するものと
した場合において直接収容する局舎とする。

二 加入者回線単価 収容局ごとの法第百八条第一項の指定に係る基礎的電気通信役務の提供に要するアナログ電
話用設備である固定端末系伝送路設備に係る原価（法第百九条第二項の原価のうち施行規則第十四条第一号イに
規定する基礎的電気通信役務の提供に係る原価をいい、ワイヤレス固定電話加入者回線を含む収容局にあっては、
当該回線を同号イに規定する基礎的電気通信役務の提供に係るアナログ加入者回線とみなして算出したものをい
う。次号において「対象原価」という。）を当該収容局のアナログ加入者回線の数で除して得た額をいう。

四 算定対象原価 全てのアナログ加入者回線のうち他の適格電気通信事業者に係るものも含めて加入者回線単価
が最高額のものから千分の四十九の範囲に属するアナログ加入者回線（ワイヤレス固定電話加入者回線を除く。
次号において「合算算定対象加入者回線」という。）に係る加入者回線単価を合算したものであって、各適格電
気通信事業者に係るものをいう。

※当該規定を読み替えている令和２年総務省令第53号附則第２条の表も同様の改正を行う

ワイヤレス固定電話への置換による効率性向上の効果に対応する金額を控除するため、以下の規定を整備。

・ワイヤレス固定電話と同じ地点に加入電話があるものとして、収容局毎の加入者回線単価を計算。（１，２号）

・補填額の算定対象原価には、ワイヤレス固定電話である回線による寄与分は含めない。（４号）
※ただし、年度末時点のワイヤレス固定電話の導入回線が全国5,000回線未満の場合は、ワイヤレス固定電話が導入さ
れていないとした場合（加入電話があると仮定した場合）の補填額とする。（改正省令附則にて経過措置を規定）



改 正 案（下線赤字）

ワイヤレス固定電話の離島特例通信及び緊急通報の取扱いについて 10

○電気通信事業法施行規則（以下「施行規則」という。）第14条第４号、算定規則第５条及び第７条の改正等

ワイヤレス固定電話の離島特例通信及び緊急通報の取扱いについて以下の規定を整備

・ワイヤレス固定電話の通話料は全国一律の料金となる見込みであり、離島通信を特例扱いとする必要がなくな
るため、基礎的電気通信役務の範囲を規定する施行規則第14条から、当該部分を削除し、ユニバーサルサー
ビスの対象外とする。（施行規則第14条第４号ロを削除、同号ハを同号ロとする。施行規則第40条の４の２、
様式第38の２の改正）

・ワイヤレス固定電話の緊急通報（上記改正後の施行規則第14条第４号ロに規定）については、現在の加入電
話の緊急通報に係る補填の扱いを踏襲し、加入電話及びワイヤレス固定電話に係る緊急通報繋ぎ込み回線部
分のコストのうち、高コスト地域分を補填する。（算定規則第５条及び第７条の改正）

（交付金の額の算定方法等）

第五条 （略）

二 法第百九条第二項の原価のうち施行規則第十四条第一号ハ及び第四号ロに規定する基礎的電気通信役務の

提供に係るものであって、全てのアナログ加入者回線のうち他の適格電気通信事業者に係るものも含めて加

入者回線単価が最高額のものから千分の四十九の範囲に属するアナログ加入者回線であって各適格電気通信

事業者に係るもの算定対象加入者回線に対応した当該役務の提供に要する交換設備と警察機関、海上保安機

関又は消防機関が指定する場所との間に設置する電気通信回線に係る原価

（支援機関に届け出る事項）

第七条 （略）

二 収容局ごとの法第百九条第二項の原価のうち施行規則第十四条第一号ハ及び第四号ロに規定する基礎的電

気通信役務の提供に係る原価

※ 算定規則第５条第１項第２号に関しては、上記を読み替えている令和２年総務省令第53号附則第２条の表も同様の改正を行う。
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第14条 （略）

一～三 （略）

四 第一号に掲げる電気通信役務を提供する電気通信事業者が、ワイヤレス固定電話用設備を用いて提供する音声伝送

役務であつて、次のイからハまでに掲げるもの

イ ワイヤレス固定電話用設備である端末系伝送路設備のみを用いて提供される電気通信役務 ワイヤレス固定電話用

設備である端末系伝送路設備に対応する部分に係るものであつて、基本料金の額が当該電気通信役務の提供に係る

区域における適格電気通信事業者が提供する第一号イに掲げる電気通信役務（施設設置負担金の支払を要しない契

約に係るものを除く。）の基本料金の額（押しボタンダイヤル信号とそれ以外とに区分されている場合は押しボタンダイ

ヤル信号に係る額とし、住宅用とそれ以外とに区分されている場合は利用の態様に応じた区分に係る額とする。）を超

えない額で提供されるもの

ロ ワイヤレス固定電話用設備に係る離島特例通信 次のいずれかに掲げる通信のうち、電気通信役務に関する料金の

計算に用いられる距離区分について、本来の距離区分より有利なものを適用することにより、料金の特例が適用される

通信に係るもの（イに掲げるものを除く。）

（１） 離島のみで構成される単位料金区域の内に設置されるワイヤレス固定電話用設備である端末系伝送路設備の一

端に接続される端末設備から発信する通信であつて、当該単位料金区域の外に設置される固定端末系伝送路設備若

しくはワイヤレス固定電話用設備である端末系伝送路設備の一端に接続される端末設備又は無線呼出しの役務に係

る相互接続点に着信する通信

（２） 離島のみで構成される単位料金区域の外に設置されるワイヤレス固定電話用設備である端末系伝送路設備の一

端に接続される端末設備から発信する通信であつて、当該単位料金区域の内に設置される固定端末系伝送路設備若

しくはワイヤレス固定電話用設備である端末系伝送路設備の一端に接続される端末設備又は無線呼出しの役務に係

る相互接続点に着信する通信

ハ ワイヤレス固定電話用設備に係る緊急通報 警察機関、海上保安機関又は消防機関への緊急通報に係るもの（イに

掲げるものを除く。）

（参考）基礎的電気通信役務（ワイヤレス固定電話関係）の規定

○電気通信事業法施行規則第14条第４号



改 正 案（下線赤字）
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○施行規則第40条の７（基礎的電気通信役務の種別）の改正

ワイヤレス固定電話に係る「適格電気通信事業者」の指定を行うに当たって規定を整備するもの。

・電気通信事業法第108条等では、ワイヤレス固定電話を含む基礎的電気通信役務の提供について、ユニバー

サルサービス交付金の交付を受ける「適格電気通信事業者」を指定する手続を規定。

・その指定は、施行規則第40条の７に規定する「基礎的電気通信役務の種別ごと」に行うこととされ、現行規定は、

加入電話（施行規則第14条第１号）及び第一種公衆電話（同条第２号）を合わせた指定とするため、「第十四条

各号に掲げる基礎的電気通信役務をあわせたもの」を指定の種別としており、第１号及び第２号について、NTT

東日本・西日本が指定されている。

・今般、ワイヤレス固定電話の緊急通報（同条第４号ロ）について、ユニバーサルサービス交付金の補填対象に

含める改正を行う予定であることから、指定を行う種別について、下記の２つを規定する。

① 加入電話及び第一種公衆電話をあわせたもの ※従前の指定状況

② 加入電話、第一種公衆電話及びワイヤレス固定電話をあわせたもの

（基礎的電気通信役務の種別）
第四十条の七 法第百八条第二項の総務省令で定める基礎的電気通信役務の種別は、第十四条各号
に掲げる基礎的電気通信役務をあわせたもの次の各号のいずれかとする。
一 第十四条第一号及び第二号に掲げる基礎的電気通信役務をあわせたもの
二 第十四条第一号、第二号及び第四号に掲げる基礎的電気通信役務をあわせたもの

その他必要な規定の整備①（適格電気通信事業者の指定に係る規定の改正）



改 正 案（下線赤字）

その他必要な規定の整備②（原価等の記載） 13

○算定規則別表第１、別表第２及び別表第１０の改正

適格電気通信事業者による原価等の届出について、ワイヤレス固定電話の原価等の記載を追加。

別表第２（第７条第１号及び第２号に規定する事項）

都道府県
単位料金区

域
局

アナログ加
入者回線数

加入者回線単価
緊急通報役務

原価うちワイヤレス
固定電話回線数

別表第１（法第108条第１項の規定に係る基礎的電気通信役務の提供に要した原価及び基礎的電気通信役務の提供により生じた収益の額明細表）

役務の細目
収益
の額

設備管理部門の基礎的電気通信役務原価

設備利用部門の基礎
的電気通信役務原価

基礎的電気通信
役務原価

うち第一種公衆電
話機台数削減以

外の原価

うち第一種公
衆電話機台数
削減原価

（略）

３ 施行規則
第14条第４号
に掲げるもの

(1) 同号イに
掲げるもの

(2) 同号ロに
掲げるもの

小計

（略）

注：別表第１については、諮問第3157号にて諮問、令和５年２月10日答申の改正事項を反映したもの。



改 正 案（下線赤字）

その他必要な規定の整備②（原価等の記載） 14

別表第１０（設備利用部門の基礎的電気通信役務原価明細表）

１ 科
目

２ 科目
内訳

３ 科目内訳の内容 ４ 控除対象原価の内容

５ 前年度に
実際に要した
基礎的電気通
信役務の提供
に係る設備利
用部門の原価

６ ５の原
価から控
除対象原
価を控除
した後の
もの

７ ６の原
価に効率
化率を乗
じた後のも

の

一
営業
費

イ 注文
獲得費

（略）

⑵ 販売部門における加入電話
の新規申込み、移転等の取次ぎ
又は割引サービス等の取次ぎ若
しくは販売に係る原価

施行規則第14条第１号ロ並びに第２号イ及びロに規定する基礎的電気

通信役務に係る原価並びに同条第１号イ及びハ並びに第４号イ及びロに
規定する基礎的電気通信役務に係る原価のうち、当該基礎的電気通信
役務の能動的な営業活動に係るもの

（略）

⑷ 代理店営業部門における加
入電話の新規申込み、移転等の
取次ぎ又は割引サービス等の取
次ぎ若しくは販売に係る原価

施行規則第14条第１号ロに規定する基礎的電気通信役務に係る原価並

びに同条第２号イ及びロに規定する基礎的電気通信役務に係る原価並
びに同条第１号イ及びハ並びに第４号イ及びロに規定する基礎的電気通
信役務の能動的な営業活動に係るもの

（略）

（略）

（略）

三
管理
共通
費

イ 営業
管理費

（略）

⑶ 営業部門業務に対する研修
に係る原価

施行規則第14条第１号、第２号及び第４号に規定する基礎的電気通信
役務に係る原価

（略）

⒀ 三の科目⑴から⑿までに掲
げる原価以外の管理共通費に
係る原価（⒁及び⒂に掲げるも
のを除く。）

施行規則第14条第１号、第２号及び第４号に規定する基礎的電気通信
役務に係る原価

（略）
（略）

注１ 施行規則第14条第１号イからハまで、第２号イからハまで並びに第４号イ及びロに規定する基礎的電気通信役務ごとに記載すること。ただし、同号イ

に規定する基礎的電気通信役務に係る５，６及び７の項については、同条第１号イに規定する基礎的電気通信役務の提供に係るこれらの項の原価
等の算出において、ワイヤレス固定電話加入者回線を同号イに規定する基礎的電気通信役務の提供に係るアナログ加入者回線とみなして算出した
額のうち、ワイヤレス固定電話加入者回線に相当するものを記載すること。

２～５ 略



改 正 案（下線赤字）

その他必要な規定の整備③（通信量の記録関係） 15

○算定規則第１３条及び別表第４の改正

適格電気通信事業者は、基礎的電気通信役務原価を算定するため、基礎的電気通信役務に係る通信量等を

記録することとされており、ワイヤレス固定電話に係る通信量等について記録する規定を追加。

（通信量等の記録）

第十三条 適格電気通信事業者は、基礎的電気通信役務原価を算定するため、前条第二項に規定す

る電気通信役務及び施行規則第十四条第一号及び、第二号及び第四号に規定する基礎的電気通信

役務に係る通信量、回線数及び信号伝送機能の利用回数（以下「通信量等」という。）について、

別表第四により記録しておかなければならない。

・別表第４第２第１表（都道府県別回線数）

都道府県
【略】

ATM専用二心式
回線数

ワイヤレス固定
電話回線数
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令和５年１月20日

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）に、電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案を諮問

令和５年１月21日～同年２月20日

• 電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案の意見募集

令和５年３月２日～同年３月９日

• 意見募集の結果を踏まえたユニバーサルサービス委員会における調査・検討

令和５年３月24日

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）からの答申

令和５年４月目処

• 電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令を公布

（参考） 改正省令公布後

• 総務大臣からＮＴＴ東日本・西日本へユニバーサルサービス交付金算定に用いる資産及び費用の整理の手順を通知

• ＮＴＴ東日本・西日本がユニバーサルサービス交付金算定に係る費用整理を行い、ＴＣＡへ資料提出（令和４年度分）※令和５年８月まで

• ＴＣＡから総務大臣へ交付金の認可申請（令和４年度分）※令和５年９月まで

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）に認可に係る諮問・意見募集

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）からの答申

• 総務大臣による認可



固定電話を巡る環境変化等を踏まえた

ユニバーサルサービス交付金制度等の在り方 答申
（令和４年９月20日 情報通信審議会 電気通信事業政策部会）

＜第２章第３節 ワイヤレス固定電話の提供開始に伴う補填の在り方

第３章第４節 ＩＰ網への移行期間中の補填の在り方 関係部分抜粋＞

17参考
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１．加入者回線アクセス［補填額算定の考え方］

● ワイヤレス固定電話は、ＮＴＴ東日本・西日本の自己設置設備による電話サービスの提供を基本としつつ、電話サービスの提

供が極めて不経済となる場合等において、加入電話を置き換える形で極めて限定的に導入されるものである。このようなワイヤ

レス固定電話の制度趣旨を踏まえれば、加入電話の一部がワイヤレス固定電話に置き換えられた場合の補填額については、

現行の加入電話の補填額の算定方法の考え方を基本として、加入電話及びワイヤレス固定電話を合わせて取り扱い算定する

ことが適当。

● この際、加入電話の一部がワイヤレス固定電話に置き換えられた場合の補填額の算定方法は、ワイヤレス固定電話への置き

換えによる効率性向上の効果を反映したものとすることが必要。

● 仮に、現在の加入電話の補填額の算定方法を、加入電話及びワイヤレス固定電話を合わせた電話群に適用したとしても、算

定される補填額には、効率性向上の効果が直接には反映されないことから、異なる算定方法を検討することが必要。

● 具体的には、ワイヤレス固定電話が導入されていないとした場合の加入電話の補填額をベースとして、ここから、ワイヤレス固

定電話への置き換えによる効率性向上の効果に対応する金額を控除することが考えられる。

● その方法としては、まずは、ワイヤレス固定電話が実際に導入された際の効率性向上の効果を測定し、当該測定値から、ワイ

ヤレス固定電話への置き換えによる効率性向上の効果に対応する金額を算定することが考えられる。

● 具体的には、ワイヤレス固定電話が導入されていないとした場合のメタル回線単価の分布において、実際にはワイヤレス固定

電話である回線の単価（モバイルアクセス単価）はベンチマーク値以下になるとして、当該回線による補填額への寄与を「補填

額におけるワイヤレス固定電話への置き換えによる効率性向上の効果に対応する金額」とみなし、当初の補填額から控除する

ことを基本的な考え方とすることが適当。
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● ただし、ワイヤレス固定電話導入初期においては、ワイヤレス固定回線数が少数に留まることに伴い、実際のモバイルアクセス

単価は高額となることが見込まれる。このため、補填額の算定においては、モバイルアクセス単価を考慮した補正を行うことが適

当。

● 当該補正について、補填額算定の都度、モバイルアクセス単価をベンチマーク値及び各局舎のメタルアクセス単価と比較する

方法とすることは、補填額への影響の規模に比べて規制コストが大きくバランスを欠く。

● したがって、当該補正については、ワイヤレス固定電話導入開始から一定の間の経過措置として、次のとおり規定することが適

当。

- 経過措置期間においては、モバイルアクセス単価が、ワイヤレス固定電話が導入されていないとした場合のメタル回線単価と

一致するとみなし、当初の補填額（ワイヤレス固定電話が導入されていないとした場合のメタル回線単価の分布から導出され

る補填額）を補填する。

- 経過措置期間終了後においては、モバイルアクセス単価がベンチマーク値以下になるとみなし、基本的な考え方に基づく補

填額（当初の補填額から実際にはワイヤレス固定電話である回線による補填額への寄与を控除した金額）を補填する。

● 経過措置期間は、現時点でNTT東日本・西日本からワイヤレス固定電話の提供回線数に係る計画が示されておらず、ワイヤ

レス固定電話導入開始からの年数により規定することが困難であるため、ワイヤレス固定電話の回線数が初めて一定数に達す

るまでの期間として規定することが適当。

● 具体的には、NTT東日本・西日本から提供された調達コスト情報等に基づくと、モバイルアクセス単価がベンチマーク値と一致

するワイヤレス固定電話の回線数が約9,500回線と試算されるため、その約半分の5,000回線を上記しきい値とする。

第２章第３節 ワイヤレス固定電話の提供開始に伴う補填の在り方等
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１．加入者回線アクセス［光ＩＰ補正に伴う補正］

● 現在、加入電話の加入者回線アクセスに係る補填額の算定では、光ＩＰ電話への移行に伴う補填額の減少を補正するため、

加入電話から光ＩＰ電話へ移行した回線数を、現に設置されている加入電話の回線数に加算する対応（光ＩＰ補正）を行っている。

電話サービスの提供が極めて不経済となる場合等に限定してワイヤレス固定電話が導入されることを前提として、現行の加入

電話の補填額の算定方法の考え方を基本とし、加入電話及びワイヤレス固定電話を合わせて取り扱い補填額の算定を行う場

合、光ＩＰ電話へ移行した電話の中には一定数のワイヤレス固定電話も含まれていたとみなし、加入電話の回線数とともに、ワイ

ヤレス固定電話の回線数についても補正を行うことが必要。

● 光ＩＰ補正に伴うワイヤレス固定電話の回線数の補正方法について、ワイヤレス固定電話の導入が、当面の間は、電話サービ

スの提供が極めて不経済となる場合の中でも限定的に進められる見込みであることを踏まえれば、まずは、ワイヤレス固定電話

の回線数について、局舎単位で加入電話の回線数の補正率と同率を乗じることにより補正を行うことが適当。

２ 離島特例通信及び緊急通報

●ＮＴＴ東日本・西日本からは、ワイヤレス固定電話の通話料について、全国一律のフラットな料金とする方向で検討している旨説

明があった。このことを踏まえれば、ワイヤレス固定電話の離島特例通信について、ユニバーサルサービスとして位置づける必

要はない。

● ワイヤレス固定電話の緊急通報では、現在加入電話の緊急通報で用いられている回線と同一の緊急通報繋ぎ込み回線が用

いられる。また、ワイヤレス固定電話回線も加入電話回線とみなした上で特定した高コスト地域（従前からの高コスト地域）におい

ては、ワイヤレス固定電話が導入されても、新たな競争事業者の参入は見込まれない。ワイヤレス固定電話は加入電話を置き

換える形で導入されるものであり、上記の２点を踏まえれば、ワイヤレス固定電話提供開始後の加入電話及びワイヤレス固定電

話の緊急通報については、現在の加入電話の緊急通報に係る補填の扱いを踏襲し、加入電話及びワイヤレス固定電話に係る

緊急通報繋ぎ込み回線部分のコストのうち、従前からの高コスト地域分を補填することが適当。
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１．ＩＰ網への移行期間中の補填額算定に適用するＬＲＩＣモデル

● 電話のユニバーサルサービス制度においては、ユニバーサルサービス設備との接続等により受益している電気通信事業者が

補填のための負担金を拠出しているが、その負担は実際には利用者に転嫁されている。こうした点も踏まえ、電話のユニバーサ

ルサービス制度における補填額については、現時点で利用可能な技術を用いて効率的に構築された設備を前提として算定す

ることとされており、現在、ＬＲＩＣモデルを適用した算定が行われている。

● ＩＰ網への移行期間中（令和４年４月から令和６年12月まで）の補填額の算定については、接続料算定に用いるモデルと補填

額算定に用いるモデルの整合をとるため、ＩＰ網への移行期間中という過渡的な期間に限り適用することも踏まえ、第８次ＰＳＴ

ＮｰＬＲＩＣモデルによる補填額算定値と第９次ＩＰｰＬＲＩＣモデルによる補填額算定値の加重平均値をとり、これを補填額とすること

が適当。

● この際、加重平均比率は、移行工程・スケジュールから予測した年度ごとのトラヒック移行割合に基づき定めた、接続料算定

時と同一の比率を適用することが適当。

● また、同期間中の第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルによる補填額の算定に際しての加入者回線の取扱いについて、接続料算定に用い

るモデルと補填額算定に用いるモデルの整合をとるため 、まずは実際に設置されている回線種別（メタル回線）に基づき補填額

を算定することが適当。

● なお、第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルによる補填額の算定に際しての加入電話アクセス回線のコスト算定方法、緊急通報のコスト算

定方法及び公衆電話のコスト算定方法については、長期増分費用モデル研究会において検討された整理を踏まえた対応をと

ることが適当。


